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  経済・ビジネス

次世代を担う工業高校
－ものづくりで災害を乗り越える－

茨城県立水戸工業高等学校 教頭　高 橋  俊 英

１ はじめに

　工業高校をご存じでしょうか？　文部科学省の

調査によると、全国の工業高校の生徒数は、約

26 万人であり、高等学校の生徒数全体の 7.9％で

す。本県でも約 5,600 人が工業高校で学び、有為

な職業人を多数育成するとともに、望ましい勤労

観・職業観の育成や豊かな感性や創造性を養う総

合的な人間教育の場としても大きな役割を果たし

ています。設置されている学科を系で分類すると、

機械系、電気・電子系、情報系、建築・土木系、

化学系、総合工学系と多彩です。

２ 工業高校の取り組み

　私は、教頭として県立土浦工業高校（2010 年

～ 11 年度）と県立水戸工業高校（2012 年～）に

勤務してきました。両校とも本県の「ものづくり

教育」の中心校として、地域産業の中核を担う人

材を多数輩出してきました。大手企業にも就職す

るなど、就職率はほぼ 100％の実績を挙げ、国公

立大学や工業系私大にも進学しています。

　工業高校では、「ものづくりは人づくり」と、

生徒の職業意識を高めるためのコミュニケーショ

ン・トレーニングから、工業に関する実践力や達

成感を高めるために、資格取得を推進しています。

このような取り組みで、土浦工業高校では３年連

続就職率 100％を達成し、ＮＨＫテレビで紹介さ

れました。水戸工業高校では、筑波大学に２年連

続で２人の合格者を出しています。

３ 東日本大震災を経験して

　東日本大震災によりライフラインが崩れ、福島

第一原子力発電所の放射能拡散の影響を受けるな

ど、原子力技術の安全神話も崩壊する現状となり

ました。加えて、日本のものづくり産業にも大き

なダメージを与えることとなりました。震災から

２年の年月が過ぎましたが、事故のあった原子炉

の廃炉に向けた道のりも遠く、多くの避難生活者

を出しています。

　そうした中で、次代を担う工業高校生には、自

分たちが学んでいる「ものづくり教育」を活かし

災害に対峙するなど、防災や減災に関する教育が

不可欠となっています。本稿では、私が勤務して

きた土浦工業高校と、現在の水戸工業高校におい

て実施してきた「ものづくりで災害を乗り越える」

ための取り組みを紹介させて頂きます。

４ 土浦工業高校での取り組み

　土浦工業高校では、2011 年 4 月に福島県から

避難した生徒が入学しました。早速の PTA 総会

では福島県を支援する募金活動が実施されまし

た。ユニークだったのは、生徒が製作したロボッ

ト型の募金箱で、お金を入れるとパンダ人形が会写真１　県立土浦工業高校
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釈し「ありがとう」と声を掛けるものでした。そ

の後、地域の大型ショッピングセンターでも募金

活動を行い、コインを入れると大型の風車が回っ

たり、メロディーベルの演奏が楽しめる募金箱も

出展され来場者からも盛況でした。

　９月には、電気科で簡易型の放射線測定器を製

作し、校内の測定に役立てる取り組みが始まりま

した。また、理科の教員を中心に放射線に関する

学習が授業で行われ、実際に放射線測定器で計測

し現状を把握することを行いました。その後、県

の原子力対策課に製作した放射線測定器を持ち込

み検証を依頼したところ「精度的に高い水準」と

評価されました。

　10 月に近隣中学校に呼びかけ「ものづくり教育

フォーラム」を開催し、放射線に関する学習会や

放射線測定器の製作会を実施し、放射線測定器を

近隣中学校に配布しました。参加された保護者は

「今回、放射線についての正しい知識を学び、実際

の測定ができるようになりました。」「これからの時

代は専門的な技術を身に付けることが重要と感じ

ており、今日普段見ることができない子供の真剣

な姿を見ることができました」と話していました。

　11 月には、土浦工業高校の生徒が中学校の出

前授業に出かけ、放射線に関する学習会と放射線

測定について中学生に指導しました。

　一連の取り組みで、市民からは「将来を担う学

生のみなさんに、どうか命を繋ぐための技術、命

を守るための視点からものをつくることを期待し

ます」と激励のお手紙を頂きました。中学生から

は「新聞やテレビでは放射線についてあまり分か

らなかったが、先輩の説明で具体的によく分かり

ました」、「初めて放射線を計る実際の機械を見ら

れて良かったです」とのコメントも頂きました。

　12 月には、教育庁主催の教頭研修会で、土浦

工業高校の取り組みが生徒によって報告されまし

た。指導された先生方や生徒にとって、貴重な機

会となり、工業高校に学ぶ生徒が、これまでの「も

のづくり教育」をより良く活かし自信を持つなど、

大きな成長と変容を見ることができました。

５ 水戸工業高校での取り組み

　水戸工業高校では、2012 年 6 月に、文部科学

省が主催する「放射線に関する課題研究活動」の

指定校となり、情報技術科の生徒が中心となり、

「震災（地震・放射線）について考えるサイト」

を作成しました。この中で、地震の恐ろしさや地

震・放射線に対する正しい知識、そして被災した

人々の本当の思いを伝えてきました。 

　地震のサイト作成に当たっては、県内各地を取

材して回ったほか、東北の工業高校の先生から動

画・写真をいただくなど、震災被害が視覚的に実

感できるよう工夫しました。さらに、このサイト

を見た人が、次の地震があったときに適切な行動

がとれるよう、様々な情報を掲載しています。

　放射線のサイトでは、放射線という目に見えな

い不安に対し、正しい知識を得ることを目的とし

て「気象条件と放射線の拡散に関する研究」に取

り組みました。研究にあたっては、気象観測プロ

グラムと放射線測定器を作成し、７月には県内５

写真２　ロボットに募金する子供達

写真３　放射線測定器の製作会
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市町と本校敷地内で実際に観測して、気象条件と

放射性物質拡散の関連性を調査してきました。調

査では、低い窪地に放射性物質が滞留しやすいこ

とや低所でも湖の水によって放射線が遮蔽される

可能性があること、放射性物質の拡散には風向き

の影響を受けることが確かめられました。

　１月には、こうした一連の研究が放射性物質拡

散の予報に役立つと認められ、本県の「第 64 回

生徒研究発表会」で優秀賞、「第 15 回全日本中

学高校 Web コンテスト・ファイナルプレゼンテー

ション（全国大会）高校生の部」で全国第 3 位、「第

11 回高校生ホームページコンテスト決勝大会」で

準グランプリ受賞など高く評価して頂きました。

　震災後２年目となる 3 月 11 日には、本校で「も

のづくりを活かして災害を乗り越える！～東日本

大震災を振り返って～」と題した報告会を開催

し、「震災（地震・放射線）について考えるサイト」

と「気象条件と放射線の拡散に関する研究」につ

いて成果を報告しました。この様子は新聞や教育

庁のフォトニュースでも紹介されました。

６ 今後の取り組みについて

　本年度、特色ある学校づくり推進事業として、

『ものづくり教育による学校の防災力強化』に取

り組みます。この中で、本校の工業各科（工業化学・

機械・電気・情報技術・土木・建築）で、災害時

に役立つものづくりを研究したり、バスを利用し

ての防災に関する施設設備の見学やボランティア

活動を実施する予定です。

　11 月には、これまでの活動の報告と地域交流

を目的に「災害時生活支援地域連携フェスタ」を

開催する予定です。災害を乗り越えるための「仕

組み」や「ものづくり」について、生徒がしっか

り取り組みその成果報告と情報交換を行います。

　　　　　　　　

７ おわりに

　一連の活動に参加した土浦工業高校と水戸工業

高校の生徒達は、工業高校の特色を活かし、それ

ぞれ自分が出来ることはないかと考え、一つの成

果を出すに至りました。次代を担う高校生が「も

のづくり教育」を活かして災害等にしっかり対峙

し考える事が、これからの復興に向けての最大の

近道となり、日本を元気にすることになると思い

ます。今後も教頭として、次代を担う高校生に活

躍の場を設定していきたいと思います。

［高橋　俊英（たかはし・としひで）］

　茨城県古河市出身。現在は土浦市在住。茨城大学大学院修了

（工学研究科機械工学専攻）後、波崎高校、下館工業高校、土

浦工業高校、独立行政法人　教員研修センター（主幹）、茨城県

教育庁高校教育課（指導主事）、土浦工業高校（教頭）を経て、

2012 年 4 月より現職。

写真４　サイトを製作した生徒達

写真６　イメージ図
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  経済・ビジネス

企業と地域の協働
家電量販ケーズデンキの人＆地域づくりの経営

（有）つくばネットプラン代表取締役　八 代  　 穣

はじめに

　街を歩いていると、大きな建築中の建物に目が

いく。それが商業施設であれば、こんなに店があ

るのにと思う一方で、閉店予告の看板も目にする。

2 月 17 日のイトーヨーカドー土浦ウララ店の撤

退はショックであった。5 階に生涯学習センター

があり、よく会合や研修で利用させて頂き、オア

シス的存在であった。駅前の空洞化対策から市庁

舎として活用するそうだが、大型ショッピングセ

ンターの郊外進出や消費者ニーズの多様化で、駅

前立地でも商売は厳しい。かたやつくば市稲岡に

は 3 月 15 日、イオンモールつくばがオープン、

4000 台の駐車場はほぼ満車の盛況であった。

　さて筆者は 20 年ほど前、水戸市に本社のある

カトーデンキ販売㈱（現・ケーズデンキ）の役員

をしていた。ある日加藤修一社長（当時）に大手

の電機メーカー T 社から、会社救済の話が持ち

込まれた。郡山市に本社のある家電量販店（DS）

Ｙ社が危ないので肩代わりしてほしいという。社

長は熟慮を重ね約 10 日後、買収を決断した。Ｙ

社はその後 2 年数カ月で黒字経営に転換するが、

この間のプロセスを経営の原点と地域づくりの視

点から述べてみたい。

　早速緊急の取締役が開催された。数期の決算書

類と財産目録の分析、資産の時価の査定、そして

Ｙ社幹部とのヒアリングが始まった。私ら役員も

データを分析し連夜検討を重ねた。倒産という事

態に至れば、金融機関はもとより取引先各社や雇

用等の面で、地域経済に大きな影響を及ぼす。社

長は最終決断として、｢数字的には買収は極めて

難しい。興信所の評価、マスコミ報道もその通り

だが、私は『社員』と『店舗』、この 2 つの財産

に再建の全てを賭ける｣ と意向を示した。この一

言でＹ社引き受けが決定したのである。

経営再建Ｉ

　私は管理を管掌していたので、人事面からの再

建をどうするか検討に入った。だがすでにＹ社周

辺からは、

「社長が退陣するなら誰彼も辞める」

「カトーデンキの人が入って来て『辞めろ』とか『辞

めないならば給料を下げる』とか《進駐軍》風を

吹かすのだろう」

　などの風評が流れていると私の耳に届いてい

た。社員の土気の低下や離脱は、会社存続には致

命的である。カトーデンキの社員との入れ替えは

人員的に余裕はないので、Y 社への派遣は不可能

である。人の問題で、地域の顧客の信用を失って

はならない！　私は急きょ全社員と面接すること

を決意、トップの了解のもと、人事課長を連れ東

北 6 県にある数十の店舗を訪問することにした。

正直言ってどうなるか不安であった。3 月 15 日、オープン当日のイオンモールつくば
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　店舗訪問は 1991 年の秋口、青森店から始まっ

た。面接に際して私は、口頭試問調でなく「何で

もいいですよ、話して下さい」とソフトタッチを

心掛けた。このため面接時間は 1 人平均 20 分以

上、最後の福島店を終えた時点で約４カ月が経っ

ていた。地吹雪に遭いながらのしんどい面接行脚

であった。

　パート社員から部長まで数百人の社員と面接し

た。サンプリングした情報は極めて貴重なもので、

個人情報から会社に対する批判、上司＆同僚との

人間関係、社員持ち株会、販売等業務に関する意

見や提言、中には競合店情報などもあった。

　私はこの情報をデータベースに入れ、人事・組

織・管理面の再建策をスタートさせたのである。

特筆すべきこととして、この間退職者は数人にと

どまった。その要因として、給料等労働条件の改

善を約束したこと、また解雇や左遷をほのめかす

ような言動を慎んだことが挙げられると思う。

会社再建Ⅱ

　通常チェーン店の経営スタイルは、ドミナント

戦略を展開する。外交政策のドミノ理論を出店

戦略に取り入れたものである。進出する拠点の

10km 圏内で 1 店舗、この距離をベースに数店舗

出店し顧客の囲い込みを行う。つまり基幹店を選

定したうえで物流センターを配し、点から面の展

開を図る戦略である。当時の家電店の場合、売場

面積が 100 坪（約 330㎡）程度の店舗でも大物小

物合わせてアイテム数は１万点以上あり、接客時

の商品知識、展示陳列、売価等は競合店とそん色

ないレベルの店舗運営を求められた。

　Ｙ社の店舗ネットワークはまだら模様であっ

た。これは出店を急いだ結果と考えられるが、県

単位で数店舗、つまり面でなく点という地域があ

り、ドミナント戦略とは逆、これではタイムリー

な支援・応援の体制は採れない。

　事業を展開する上での戦略要素は、ヒト・モノ・

カネ・情報であるが、私の場合はヒト、社員の活

性化をどうするか、その対策として先ず社員研修

を実施することにしたのである。社員教育につい

ては、個人面接で痛切にその必要性を感じていた

ことの１つでもあった。集合研修・階層別研修・

店長研修、それに修理工事の技術研修である。研

修は各地の公民館や簡保センターを利用して実施

した。講師はカトーデンキの店長クラスに依頼し

たが、修理の分解組立実習はメーカーの協力も頂

き、ベテランの技能職社員が徹底して指導を行っ

た。

　集合研修では、議論を深め発表するＫＪ法（ブ

レーンストーミング）、販売力向上を図る役割演

技法（ロールプレーイング）を採用した。補佐役

として女性の主任クラスに協力を依頼、笑いのあ

るにぎやかな研修になった。「女子も頑張れば主

任に登用しますよ」と言った時、彼女たちの顔に

は真剣なまなざしが宿った。1 人ひとりが業務に

強くなろう、現場力の向上！　こうした意識改革

により、しだいに両社の社員の間に厚い信頼の絆

が生まれつつあった。

　一方本部の戦略部門では、店舗別の収益力分析、

取引銀行との融資交渉、また社長の指示のもとに、

店舗の新しいネットワークづくりが急がれた。統

廃合が進められ、かつ新ＰＯＳシステムが導入さ

れた。

会社再建Ⅲ

　社員の相互異動も段階的に実施した。茨城県か

ら山形・秋田・岩手県などのＹ社の店舗に単身で

出向させ、一方カトーデンキヘの出向も受け入れ

た。しかしこの異動は全体的にうまくいかなかっ

た。

　こうした最中、私はひょんな機会から三井物産、

川鉄商事、ＪＡＬの社内誌、社内報を手にしたの

である。こんな楽しい社内情報誌があるんだ！　

目からウロコが落ちる思いであった。カトーデン

キでも行事・社員異動・人退職を告知するかわら

版は発行していたが、ここまで本格的な情報誌で

はない。

「よし社内報を発刊しよう」

　私は渋谷にある日本生産性本部の社内誌勉強会

に通い、両社が透けて見える社内報『ひろば』を

創刊したのである。記事の内容として、社内旅行

特集や座談会、写真付きの社員・家族の紹介、結

婚や出産などの情報、成人式の特集、『頑張って

いる家のお父さん』を題材にした子供の綴り方、
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店長会議の様子も写真入りで掲載した。アンケー

ト調査も実施、しだいに社内報の発行を心待ちに

する社員が増え、Ｙ社の社内も活性化されていっ

た。『ひろば』は、優秀な社内報として茨城県か

ら表彰されるまでになった。

　創業者の加藤馨会長は、全社員にお歳暮を贈る

等面倒見がよい方でした。しかし一方では挨拶な

ど礼儀作法には厳しく、また修理では地区ごとに

修理センターを設置、すぐれた技術者になるよう

督励し、業界で顧客満足度 No.1 を目指すよう常

に訓示された。そうした会長の後押しもあって、

Ｙ社はカトーデンキの風土になじんだ会社に脱皮

していくのである。

会社再建 IV

　もとよりチェーン展開は、成長発展を企図する

企業にとって、最も有利な経営スタイルであるこ

とは論をまたない。アメリカの巨大小売業ウォル

マートは、各種形態店を 5000 店以上展開し、世

界 No. １の売上高を誇っている。

　進出する商圏が大きければ、また既存店の地域

のインフラが整備されれば、競合店よりも店舗

面積の大きい店の立地ないしは増床を計画する。

2000 年までの大規模小売店舗法（大店法）時代は、

第一種店舗 3000㎡以上、第二種店舗 500㎡以上

の別があった。申請先がそれぞれ国、都道府県と

なる区分だが、いずれも当該地域の商工会議所に

置かれた商業活動調整協議会（＝商調協、商業関

係者・消費者・学識経験者の代表で構成）による

出店調整を受ける手順になっていた。

　Ｙ社の各店舗についてもマーケットリサーチを

行い、数店舗で第二種の申請を行った。事前説明

では、地元の家電店からは死活問題だとして猛反

対を受けるのが通例だが、進出が法に従い何ら違

法行為であるわけではない。しかし出店が地域の

経済発展が前提にある以上、行政や地域住民に協

力する「地域づくり」もその範躊にある。資金は

地元金融機関から調達するのをはじめ、景観の創

出、店舗内と敷地路面のバリアフリー対策、防犯

灯の設置、道路拡張費用の分担、歴史的建造物の

保存の協力等である。

　地域住民との関わりでは、イベントの協賛、社

員の地元採用、住環境への配慮である。マーケティ

ングの視点では、駐車場の完備、品揃えが豊富で

広い店内での買い物、ディスカウントセールや長

期保証などの特典、最新の商品の展示など来店客

を満足させる販促面でのサービスである。大型

ショッピングセンターや量販店の出店は、人・車

の流れが変わるほどの影響力、公共性を持ってい

るが、「地域づくり」には、以上のようなシビア

な面も要請されるのである。

おわりに

　Ｙ社は以上のようなプロセスを経て再建を果た

した。そのキーポイントは、加藤社長の『社員と

店舗に賭ける』にあった。当初社員面接の際、不

安でひきつった顔顔顔を、私は忘れることは出来

ない。冒頭イトーヨーカドー土浦店の撤退につい

てふれたが、地域に大型店を出店ないし増床する

と、中小小売店は価格＆サービス競争に勝てず廃

業かテナントに入る。また各地の中心商店街にも

紆余曲折が見られるが、さらなる議論、検討がま

たれる。

　さてその後Ｙ社は、カトーデンキ販売との合併

へと舵取りがなされるが、それ以降のことは本旨

でないので割愛する。

［八代　穣（やしろ・ゆずる）］

　1936 年生まれ。秋田高　東経大（経）卒　東理大（工）修、

経営工学。水産＆食品、輸送＆建設、家電量販の各上場企業

に 30 年勤務し、山九では経営企画・物流部長、カトーデンキ

販売㈱＝現・㈱ケーズデンキでは役員。ナカムラデンキ㈱（柏

市）社長、産能大講師、㈲つくばネットプラン設立（コンサ

ルテング）。

　専門領域は経営戦略、社員研修、商店街診断、配送センター

設計、直接原価計算会計。著書に「売場の科学」「IE 手法によ

る作業管理」「社長募集」（小説）などがある。
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  経済・ビジネス

成田つくば航空専門学校校長　有 田  　 功

　小生は1997年5月から2001年12月まで4年8カ月

の間、国土交通省航空事故調査委員会（現・運輸

安全委員会）の航空事故調査官として勤務したこ

とがある。

　その間に参加した事故調査の中で深く心に刻ま

れた複数の事故がある。これらの事故原因は個人

的要因のみならず組織的な要因が深く関与してお

り、この調査報告書は国際的に大きな影響を与え

た。これらの内、一つを選び、当該報告書の真髄に

触れ、事故原因を単純にヒューマン・ファクターズと

一括りにせず、その背景に何が潜んでいるのか根本

的な課題があることを伝えたいと思う。

　事故調査の目的は事故の再発防止であり、この

事故調査報告書の内容は、人間が科学技術を使い

続ける限り、その技術が高度になればなる程に利

便性は高くなるが、その運用管理に当たり社会組

織全体で先見的な安全対策の努力を継続しなけれ

ば危険性が潜むことを読みとっていただきたい。

【日本 航 空株 式会 社 所属J A 8 9 0 4（同社 所属　

JA8546との接近）】

　2001年1月31日、日本航空株式会社所属ボーイ

ング式747-400D型JA8904〔同社所属ダグラス式

DC-10-40型JA8546との接近〕静岡県焼津市付近

海上上空で発生

　この事故では重症者７名、軽傷者を含めて100名

の負傷者がでた。事故は、航空管制官がJA8904

と他の航空機をコール・ミスしたことが起因してい

たが、同機が他の航空機JA8546 DC-10型機との

衝突を避けるため衝突防止装置（TCAS：Traffic 

Alert and Collision Avoidance System）が回

避指示（RA）した方向とは違う航空管制官の指示

に従ったためにニアミスが起こり、急回避したため

起きた事故であった。シートベルトをしていない乗

客と客室乗務員（CA）のほとんどは空中に浮遊し

航空事故に見る新技術導入における

組織的運用対策遅れの危険

　利根川南岸ながら所在地は茨城県取手市となる

航空従事者養成の専修学校、成田航空専門学校

は４月から学校法人筑波研究学園（TIST、西谷隆

義理事長）の傘下となり、校名を「成田つくば航

空専門学校」に変更した。同校の有田功校長は

航空事故調査のエキスパート。国土交通省航空事

故調査委員会在籍当時に関わった事案から、安全

対策に関わる人間・組織の危うさについて執筆い

ただいた。

ボーイング式 747-400D 型機（事故機と同型）

出典：Airliners.net

マクダネル・ダグラス式 DC-10-40 型機（相手機と同型）

出典：Airliners.net



61CROSS T&T No.44

天井にぶつかり床に打ちつけられ気絶した者もで

た。客室内の破損は随所に及び、ギャレーカートは

天井を突き破った。

　この様に、事故の結果から見て、航空管制官の

コール・ミスが起因していたとはいえ、操縦士がな

ぜTCASのRAと逆の飛行操作をしたのか疑問がで

るところであろう。

　そこで、その疑問に答えるために、まず新技術で

あるTCASについて解説し、その運用管理における

問題点が検討されていなかったことによる影響が

いかなるものか明らかにしたいと思う。

〔TCAS開発の歴史概観〕

　ここでTCASの理解をして頂くために、その開

発の歴史に少し触れておきたい。TCASの開発は、

1956年6月30日、米国のグランドキャニオン上空で

２機のエアライナーが空中衝突し128名が死亡する

事故が契機となった。米国では原子時計を使う新

規システム（ICAS：Independent CAS, Collision 

Avoidance System ）として開発するものであり、

日本では既に航空機が装備していたATCトランス

ポンダー（地上から航空監視２次レーダーによって

高度・機番情報質問に応答する装置）を利用する

方式（BCAS：Beacon CAS）であった。ICASは最

初から三次元空間（上下、左右）に回避指示を出す

考えであったのに対し、BCASは相手機の位置と高

度差が分かればよい程度であった。BCASは1970

年に試験開発が始まり、71年7月30日、雫石上空で

全日空機B727型機と自衛隊機F-86F型機の空中

衝突が起き、特に米国・日本で開発機運が高まり、

日本では73年に衝突防止装置調査委員会（CAS委

員会）が発足した。

　米国のICASは３次元空間の回避であり、技術的

にも難しく非常に高価な装置となることは明らかで

あった。さらに、ICASが開発されたとしても全旅

客機に装備の義務付けをする負担も現実的ではな

く米国内で反対意見が出て、既に装備されている

ATCトランスポンダーを使用するBCAS方式を採

用すべきとの意見が強まった。米国はATCトランス

ポンダーを改良し混雑空港の航空機個別呼び出し

（モードS）の技術を開発し、危険な相手機を特定

できることとなった。その技術が使用されTCASの

実現性が高まり、日本の回避の基本技術を融合し

発展させることができたことから、日本はTCASの

産み親であると云える。

　かくして、ATCトランスポンダーの高度情報を使

事故発生時の飛行状況概略図（事故調査報告書から転写）
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い、上下に回避するTCAS－Ⅱを日本と米国とで協

力し開発することが進められたのである。

　このような経過を辿り、航空管制に使用されてい

るATCトランスポンダーを利用することで、航空監

視二次レーダー（SSR：Secondary Surveillance 

Radar）の信号体系が利用でき、その改良で個別呼

び出しが可能となったモードS信号を使い、現在の

TCAS－Ⅱの基本システムができたのである。　

　しかし、その実用的開発には長い期間を要し、

TCAS（ICAO：International Civil Aviation 

O r g a n i z a t i o n  の 呼 称 A C A S：A i r b o r n e  

Collision Avoidance System）の世界的試験運

用にたどりついたのは1992年のICAOの要請によっ

てであった。なぜこれ程長期間を要したのか、不要

RAを極少にする技術的困難さと航空管制方式と

TCAS RAの独立方式が整合しない難しさがあっ

たのである。TCASでは１秒ごとに相手機と交信を

するが、航空監視レーダーではビームが向いたと

きだけ交信するので空港監視レーダーでは4秒間

隔、航空路監視レーダーでは11秒間隔と長く、その

時間間隔内で異常事態になった場合、航空管制官

にはTCAS機の回避情報が分からないのである。

欧州圏内では特に航空管制官の立場から綿密に

TCASの問題点を研究する傾向にあったが、日本

の航空管制官は航空監視レーダーの配備が十分で

あればTCASは不要と考える傾向にあった。

　日本におけるTCASの技術評価でも、航空管制

レーダーのジャーナル・データが必要であったが、

このデータは航空管制の性能向上以外では提供し

ない取り決めがあったので、日本の優秀な航空管

制官の参加は自らの取り決めで阻まれていたと言え

る。対して、欧州では特に英国と仏国の航空管制官

・DIRECTIONAL ANTENN

　方位アンテナ

・RADAR ALTITUDE & DISCREETE INPUTS

　電波高度計及び個別入力

　（地上接近 信号優先のため）

・PRESSURE ALTITUDE

　気圧高度計

・TCAS COMPUTER

　TCAS コンピューター

・MODE-S TRANSPONDER

　個別呼び出しトランスポンダー

・RA Display

　回避指示器

・MODE-S/TCAS CONTRO PANEL

　モードＳ TCAS 制御盤

・AURAL ANNUNTIATION

　音声通報・警告

・TA Display

　トラフィック アドバイザリー表示器　

　侵入機表示

FAA（Federal Aviation Administration：米国連邦航空庁） （FAA 資料から転写）
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の積極的なTCAS評価体制と比較して天と地の違

いがあったと言えるだろう。しかし、TCASの運用評

価が必要であるとの国際的機運が高まり、日本の

航空管制官のTCAS装備機に対する認識が変わる

につれ、組織的に評価に参加すると決められた後

は、日本の実用評価データも国際的に使用された

のである。しかしながら、この先一歩に踏み出して、

TCAS導入に対処するための航空管制官の訓練は

考慮されていなかったのである。

　この状況下で、米国はICAOの国際標準制定を

待たずして米国に乗り入れる30席を超える航空機

に1993年末までにTCASの装備義務を課したので

ある。

　93年当時、TCAS　RAに対する操縦士の対応

は、米国を除く日本及び他の多くの諸国はTCAS　

RAに原則的に従う方式にはなっておらず、ICAOの

規定においてもACAS　RAに操縦士の取るべき操

作の記述が曖昧で、操縦士の判断が優先するよう

に理解されていた。

　90年当時、ICAOのパネル会議に小生と電子航

法研究所研究官が共に参加した際にACAS　RA

に係る操縦士の対応が討議されたが、まだTCAS

の性能が不要RAを除去しきれないため、操縦士の

判断が優先するような曖昧な結論になったのであ

る。

　後に10年が経過しTCASが性能向上したにも

関わらず、ICAOでも操縦士と管制官に係るACAS　

RAへの対応が見直されていなかったのである。

〔TCAS導入問題における組織的解決〕

　航空事故調査中に分ったことであるが、米国で

も、TCAS装備義務を課す直前、エアライン操縦士

と航空管制官に対して、TCASの理解度を調査した

結果、一部の関係者は十分な程度であったが一般

的には認識されておらず、急きょTCASの作動理論

とRAへの対処方法について必要な教育訓練を実

施していたのである。現在も航空管制機関の訓練

教官はTCAS　RAの発生状況を分析し訓練に役

立てている。

　米国の突然の装備義務化について、当時の私は

航空局検査課（現・航空機安全課）の装備品係長

（TCAS委員会事務担当）だったこともあり、ICAO

加盟国から日本の立場の表明を求められ、米国と

共にTCAS開発の推進国でもあり米国の独走に批

判もできず、航空局内の反対意見と賛成意見の調

整、外務省北米三課に何回も足を運んだ事は今で

も忘れられない。

　この様な状況であったから、日本国内では各エア

ラインの操縦士及び航空管制官の中には十分な研

究を進めていた人達もいたが、全員が理解を深め

る教育訓練は実施されていなかった。

　すなわち、日本においてもTCAS導入には不完全

な環境のまま長年が経過し、2001年1月31日焼津市

上空の事故発生につながったのである。この事故

調査の結果、航空管制官及び運航乗務員の訓練を

中心として、国土交通大臣に対し数々の改善を求め

る建議・勧告が出された。さらに、ICAOに対して、

「ACASの運用」についてRAに対する逆操作の危

険性を記載し、航空管制官とACASの指示が逆と

なった場合、ACASの指示に従うべきことを安全

勧告したのである。ICAOへの勧告も異例のことで

あった。実に、この事故調査報告書が公表されたの

は2002年7月12日だったのである。

　小生は02年1月1日、事故調査委員会から転勤し

たため、この事故調査報告書の完成まで参加で

（FAA 資料から転写） （事故調査報告書から転写）
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きなかったが、ICAOがこの安全勧告に早く同意し

ておれば、02年7月1日のドイツ上空における米国

DHL機とロシア旅客機の空中衝突は起きなかった

ものと考えられる。これは日本で起きた事故と極め

て類似しており、DHL機とロシア機は実際に衝突

し71名の命が空中で散ったのである。

〔新技術導入に対する組織の危うさ〕

　ここまで読まれた方は、TCASが導入されて以

来、その運用において発生する既存の諸々の方式と

不整合があるにも拘らず、その問題が組織的に対

処されていなかったことがお分りになったと思う。

　小生の知る範囲では、空中衝突が起きれば、操

縦する側もそれを管制する側も、実は仕事の失敗

なのであり、双方とも自らの組織内で何とか改善し

ようと努力をする。しかし、改善目的が同じでも外

部から処理方法が変えられるときには総じて積極

的にそれを受け入れる姿勢は見られない。

　操縦する側は「衝突しないように我々は操縦す

るのが仕事だ」と言い、管制する側は「衝突を防ぐ

のが我々の使命だ」と言い、その仕事に対する使命

感に強いものがあり、それはそれで立派であり、安

全安心の源である。また、この主張は自らの存在感

を示すものでもあり、この意識が組織となると、そ

れは実に強固なものとなっている。

　空中衝突で犠牲になった乗客の死亡は、社会的

に大問題となり、衝突防止装置の開発が叫ばれた

のであるが、叫びの中心は操縦側でも管制側でも

なく、乗客になるところの民衆なのである。操縦士

も管制官も当然、衝突防止のための懸命な努力に

より改善を続け効果を上げ、我々が事故を防ぐ中

心だと確信するのである。

　しかし、航空需要が高まり高速化し、空はますま

す過密になってくる。そこに落とし穴がある。今や

地上からの航空監視レーダーのみでは航空交通の

安全を保てない状況になっており、航空機同士の

能動的な情報取得と管制官側も航空機同士の能動

的情報交換のデータを積極的に利用しなければな

らない時代に入っている。そこには、それに応じた

教育訓練が伴わなければ新たな事故が発生する恐

れがある。

　TCASのRAと反対の操縦に至るのは、操縦士と

管制官に共通する組織的プロ意識が背景にあり、

相互に強い信頼があり、指示された側は疑いを持

たないためである。結果として事故に遭遇するのは

個人の操縦士であり個人の管制官なのである。純

粋に個人の問題なら比較的方針転換も容易である

が、組織となると容易ではない。

　TCASにおいて、ICAOも容易には問題点を解決

する動きに出なかったのであるし、結局、空が「人

柱行政」と言われる背景には、大きな犠牲が出て

初めて組織が動くという図式が払拭されていない

からである。

　このことはTCASに限らず、他の技術開発にも言

えることであり、既存組織に新技術が大きく影響を

与えるときは、その技術導入と組織的整合の問題

解決は永久の課題であり、決して先延ばしすること

があってはならないのである。開発される技術が高

度であればあるほど、人類に与える影響は大きく、

その運用を誤れば事故の影響も甚大になる。

　今後の科学技術の発展に人類の英知がどこまで

通用するのであろうか。

【ご案内】この事故調査報告書について、さらに興

味のある方は、国土交通省運輸安全委員会の下記

ホームページで公表されているので、ご一読くださ

い。

http://jtsb.mlit.go.jp/jtsb/aircraft/download/

pdf/02-5-JA8904.pdf

［有田　功（ありた・いさお）］

　1950年生まれ、広島県出身、近畿大学法学部卒業。陸上自

衛隊を経て運輸省入省。大阪航空局、東京空港事務所など勤

務を経て、1997年～2001年国土交通省航空事故調査委員会で

航空事故調査官。2010年大阪航空局先任航空機検査官を最後

に同省を退職し、同年5月から成田航空専門学校学長。牛久市

在住。



65CROSS T&T No.44

  地域づくり・街づくり

市民活動から始まる協働・

地域ビジネス
　　ＮＰＯ法人 スマイル・ステーション

（つくば市市民活動センター・指定管理者）代表理事　松 浦  幹 司

１．はじめに

　当法人は、昨年つくば市「つくば市民活動セン

ター」（以下センターという）の指定管理者の公

募に応じ、そのコンペティションで採用され、こ

の 4 月 1 日から 5 年間の運営を開始しました。

　ここで私たちの目的と、設立後まだ日は浅いの

ですが、歩みを紹介させていただきます。

①人と人、人と街、街と街をつなぎ、笑顔あふれ

るヒューマンな都市をつくること。

②成熟した市民社会の実現のために、市民と行政

などとが協働した ｢まちづくり＝人づくり｣ の

理念のもと、市民参加のまちづくりを目指すこ

と。

③地域の振興を図るとともに、活動を推進しなが

ら公益の増進に寄与すること。

　上記を目的に 2008 年８月設立、翌年７月ＮＰ

Ｏ法人の認定を受けました。

　これらの目的を実現すべく、まず、多くの人に

集まってもらい楽しんでもらうイベントを開催

し、そして回を重ねることで色々な方々との繋が

りをつくってきました。その一端を紹介します。

「世界のつくばで盆おどり」　

　昨年３回目を実施したことで、つくばセンター

地区の盆踊りとして根付いてきた。地元企業など

が主体となった実行委員会が結成され、恒例行事

となりつつある。

「笑顔市」

　市民活動団体が集まる「市」で、お店を出したり、

子供向けの工作、遊びなどで子供たちの育成に役

立つような場とし、大人の人たちも楽しんでもら

う市。

「楽楽大学」

　「誰でも学生、誰でも先生、誰でも学長、どこ

でも教室」をキャッチコピーにした市民参加型

の学びの場。テーマごとに関心を持つ他団体と

も協働して企画・運営を行ってきた。昨年度は

「TSUKUBA を語ろう」プロジェクトで、つくば

に係る歴史、福祉、街づくりなど幅広いテーマで

10 回開催。

　指定管理者の審査を受けるにあたり、私どもが

特に訴えたのは市民、行政、企業、大学、研究所

などが協働して街づくり活動を行うことをセン

ターがサポートしたいということでした。そこで

本稿のテーマは「市民活動から始まる協働・地域

ビジネス」としました。

２．そもそも市民活動とは

　市民活動とは「営利を目的とせず、社会的な課

題の解決に向けて、市民が自発的、自主的に行い、

不特定かつ多数の人たちの利益の増進に寄与する

ことを目的とする活動のこと」と定義されていま

す。すなわち、市民活動は、市民自らが、さまざ

まなニーズに対応したサービスを提供したり、社

会的な課題を解決することを目的とした、自分た

ちのための活動といえます。

　ＮＰＯ法人の活動やボランティア活動のみが市

民活動ではなく、地縁組織活動（区会・自治会）

や生涯学習などの活動も市民活動を促進する上で

大切な基盤です。市民活動は特別な人が行う、特

別な活動ではありません。日常生活、地域の文化

や歴史、そういうものと遊離して市民活動は成り

立ちません。
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　市民による様々な活動のなかで、公益的な活動

に関する感性が磨かれ、活動に対する興味が増し、

さらに実践をとおして、充足感を味わう。このこ

とこそが市民活動の源泉と考えます。

３．つくばの変化と市民活動

　第 2 次大戦で多くのものを失った我が国は、そ

の後貿易立国として発展を遂げました。その過程

で都市化にともなう人の流入、農村の過疎化がお

き、続いて少子化高齢化が進み、地域コミュニ

ティーの崩壊など、直面している課題は日に日に

増えてきています。つまり介護、子育て、安全・

安心、地域環境など、課題は今後増えこそすれ減

ることはないと思われます。

　つくばは上記のような現象に加え、2 つのエポッ

クによるまちづくりを経験してきました。

　１つは 1970 年代から国の研究所、大学のつく

ばへの移管がすすみ、研究学園都市としてまった

く新しいまちづくりが始まったことです。一時に

多くの人が流入し、行政の不慣れさもあり、移住

してきた人たちは生活の不便さに直面しました。

それらを解消するために多くの市民ボランティア

が生まれ、そこには行政と協力して自分たちのま

ちは自分たちで作らねばという気運があったと聞

いています。まさしく生活に密着して生まれた市

民活動が存在したといえるでしょう。

　2 つ目はつくばエクスプレスが 2005 年に開通

したことです。開通して 8 年が経過した今、研究

学園駅周辺は近郊地域からの人の流入もあり、行

政区、商業区、住居区として、賑わいのある地域

になってきています。しかし、市民が生活するう

えでのソフト面で、先に経験した市民活動のノウ

ハウが活かされているかというと疑問です。

　市制 26 年が経過した現在、市民活動に期待さ

れる役割はますます大きくなっていると感じてい

ます。

４．市民活動と協働・地域ビジネス

　一般的に協働とは「公的活動を担う異なる主体

が、地域課題や社会的な課題を解決するために連

携し、相乗効果をあげながら、新たな仕組みや事

業を創りだしたり、取り組むこと」と定義されて

います。

　ＮＰＯやボランティア以外にも地縁組織、ＰＴ

Ａ、生涯学習などの活動も公益活動の一翼を担っ

ています。

　また、最近は企業も地域社会を構成する一員と

して、その責任を果たすために社会貢献活動を行

うことが一般的になってきています。つくばにあ

る研究機関でも市民とともに発展しようという考

えが浸透しつつあるように思います。

　このように公益を担う主体、即ち協働を組む仲

間が拡がり、市民活動団体が多様な事業を展開で

きるようになってきました。

　市民による公益活動はボランタリー精神が先行

し、経済的に活動の継続が困難になっていること

も現実です。

　増大する社会的な課題を継続して解決すために

は「人・もの・金」の投入が必要です。市民活動

によって生み出されたサービスが受け手にその価

値を認められればそこに経済活動が成立し、地域

社会の新しい事業やマーケットを創り出すように

なります。新たな就業機会も生まれ、地域経済の

活性化にもつながるものと考えます。

　多くの主体が協働することで公益活動を担い、

また地域ビジネスを創出できれば、閉塞感漂う社

会の現状に新たな流れを生み出せるのではないか

と考えます。

５．「ビジネス」をサポートするセンターの役割

　ここでは公益に資する市民活動を担っている主

体の方々にセンターがどのようなサポートが出来

るかを挙げてみます。

・市民活動に関しての情報の収集と提供。

・市民活動の主体の方々が連携交流するための場

の提供。

・協働・地域ビジネスに関しての相談事業。

・協働・地域ビジネスに関しての啓発や人材育成

事業。

　以上のような項目が考えられます。さらに、今

まで市民活動とは遠い存在と考えられていた地縁

組織、企業・研究所などに対してもセンターとし

てサポートできることがあるのではないかと考え

ています。
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　センターは協働することで、今までとは違う新

たな市民社会が実現できるよう、行政と連携を取

りながらお役に立てるように努力いたします。

６．つくばの可能性

　つくばは先端的な研究技術の開発を目的に建設

された「科学、研究、学問」の都市であり、また、

筑波山を中心とした自然と緑と田園にも恵まれて

おり、万葉の時代から住みついた人々によって育

まれた豊かな文化と歴史も有しています。

　このような特色と魅力に加え、つくばは、多様

多彩な人々が共存する地域としての特色も持って

ています。研究所に勤める人、大学教師、外国か

ら研究や勉学に来ている人も多くいます。多様で

多彩な人々は、それぞれの特徴や能力を活かし、

様々な市民活動を展開しています。センターに登

録している団体は 170 を越えています。しかし、

こうした活動もほとんど個々の活動に留まり、団

体相互の連携が生み出す可能性を活かしきれてい

ないと感じています。

　地縁組織、ボランティア、ＮＰＯ、企業、研究所、

市民、行政のあいだで、つくばをどのような地域

にしたいのかの合意がなされ、協働が進み、地域

のビジネスに成長していく道筋が出来れば素晴ら

しいつくば市になると確信しています。それだけ

の潜在能力は十分に持っているはずです。

７．あとがき

　つくばにはすでに、市民活動的な動きからビジ

ネスを立ち上げ成功した事例もあります。創業者

のご努力に敬意を表し、その成功モデルの要因を

お知らせするのもセンターの役割と考えていま

す。

　つくばの魅力あるフィールドで公益を担う市民

活動を繋いでいくためには「お節介役＝仲人」、

今風にいう「コーディネーター」の役割が大きい

と思います。

　センターはお節介好きな方を求めています。こ

の駄文を最後まで読まれた方、センターにお越し

になることを願っています。

　今後とも「つくば市市民活動センター」へのご

指導をお願いして終わりとします。

［松浦　幹司（まつうら・かんじ）］

1937 年元満州国新京市（現・長春市）生まれ。

2001 年よりつくば市民。

つくば市市民活動センターの運営を担うメンバーたち
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  地域づくり・街づくり

地域メディアとしての役割
～つくば竜巻災害からの教訓～

　　　　　　　株式会社つくばコミュニティ放送株式会社　
代表取締役社長　岩 崎  幸 教

　コミュニティ FM「ラヂオつくば」は開局から

4 年 8 カ月を経て、ますます元気です。つくば市

のアンケート調査（2011 年）によれば、聴取率

は 6.8％。全国のコミュニティ FM の平均聴取率

は 3 ～ 5％ですから、健闘ぶりがうかがえると思

います。聴取方法は電波放送（ラジオ本体または

車載）の 3 割に対し、インターネット（スマート

フォン等も含む）が 7 割という調査結果がでてい

ます。さらに聴取者の地域分布もつくば市内が 3

割に対し、つくば市外が 7 割であり、電波の範囲

を超えてインターネット等でお楽しみいただいて

いる傾向が見えてきます。逆にもっと地元の多く

の方に電波で聞いていただくのが課題とも言えま

すが、地域コミュニティ FM を集約してインター

ネット配信をしているデバイスである「サイマル

ラジオ」（⇒ CROSS ワード）にも参加して、なお

拡充中。地域柄、世界 23 カ国の方に聞いていた

だいているという報告もあります。

　24 時間 365 日の放送 ( 一部メンテナンス時間

を除く ) をキープし、番組数は約 120（再放送を

除く）、自社制作率は約 90％といずれも全国的に

見ても高い水準です。ただ、つくば地域はエリア

特性として大手の FM 局が普通に聞くことができ

る電波激戦区となっています。そのなかで、地域

の方々が番組に携わっていただいている率はまだ

20％程度、また番組構成比率も地域、生活情報が

全体の 30％程度に留まっていることから、私た

ちとしてはさらにより多くの魅力ある「地域人」

に参加いただき、「Ｍｙラジオを持つ」かのように、

前面に地域特性を出して、他にはないオリジナリ

ティあふれる局になることが必須です。またその

「人」を掘り起こすことが地域メディアの役割だ

と考えています。

つくば竜巻災害

　「ラヂオつくば」パーソナリティーとしての私

の新たな原点になったのが、昨年のつくば竜巻災

害でした。

　2012 年 5 月 6 日―、私は仕事の関係で午前中

から都内にいました。朝から大気の状態が非常に

不安定という気象予報が頻繁に出ていたので午後

の仕事をキャンセルし、緊急に備えてつくばエク

スプレスでの帰路を急いでいたところ、午後 1 時

すぎにリスナーから 50 件以上のメールやツイー

つくばコミュニティ放送株式会社
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トが一斉に入り、「つくばで竜巻発生、ケガ人が

続出のもよう」との連絡を受けました。昼間とは

思えないほどの暗い空、見たこともない巨大な雲

がつくば市上空を通過していく異様な風景…、今

でも鮮明に目に焼きついています。

　つくばに戻り、情報を整理し、現地にスタッフ

を配置し、緊急放送が始められたのが午後 3 時。

それまで 2 時間もの間、情報が錯そうし困ってい

た方が多数いたことは十分想像できたので、この

間、何もできなかった自分の無力さに苛立ちさえ

も覚えました。緊急放送開始後、私がとにかく話

し続けたのは次々と流れ込んでくる雨雲の経路を

含めた気象情報、危険回避と不要な外出を控える

こと、そして夜の過ごし方（生活必要品の確保）

でした。

　話を続けること 4 時間、ようやく天候が回復し、

竜巻が過ぎ去った後、情報収集のためいったん午

後 7 時で放送を終了し、その足で吉沼、北条地区

に行きましたが、竜巻が通った後がくっきりと見

え、変わり果てた街の姿にがく然としたのを今で

も覚えています。その時私の心の中に去来したの

は東日本大震災での苦い教訓「何も市民の皆様に

役に立てなかった…」、そして「今度こそは絶対

に役に立つ」でした。

　以来その一心で約 2 週間、不眠不休に近い状態

で現地取材、放送、記者発表、地域の方々との会

話を繰り返しました。私が少しだけお役に立てた

かもという部分は、ツイッターとの連動で野次馬

撲滅（各メディアで大きく報道されました）と精

神的な支えを必要とされている方が大勢いるとの

情報をキャッチしたので、つくば市に保健師の常

設を依頼したことです。（つくば市が即座に対応

してくれました）

　そんな数日の間に一番胸に刺さった言葉、それ

はある区長さんから言われた「もっと平時からラ

ジオが聞かれるようにしろ」「聞こえる範囲を広

くしろ」でした。一生懸命放送しても聞かれてい

なければ、届かなければ意味がない…強く感じま

した。

　ただ、その中でも一筋の光が。ある消防団の方

からは、「俺たちはいつでもボランティアに出ら

れる準備ができている。おまえが声を大にして

言ってくれることで、必ず伝わるし、放送してい

ることを俺たちが広めてやる」と言われたことで

す。ただ苦言も…「もっと地名を勉強しろ。そう

しないと本当のつくば人とは認めない」ごもっと

もな意見でした。メディアだからどうとかいう問

題ではなく、私は普段から地域の方ともっと近い

距離にいなければいけないのだと痛感しました。

現在の取り組み

　2 度の災害の教訓から、市民の発案による「ラ

ヂオつくばのこれからを考える会」を多くの方に

支えられ定期的に開催しています。基軸は「地域

参加型のみんなのメディアづくり」。手法は番組

作りをベースにした販売促進、認知活動と番組内

容の深堀、そして細く長く続けるための継続です。

　コンテンツは、現在つくば市で力を入れている

「筑波研究学園都市 50 周年、つくばを紡ぐ、未来

につなぐ」をテーマにした情報発信事業の一翼を

つくば竜巻災害時の取材の様子

　　　サイマルラジオ（SimulRadio）

　コミュニティ FM の自主制作番組をネット配信するサイト、2006 年 4 月から正

式運用を開始した。Simul は英語の同時を意味する「Simultaneous」の略で各局が

電波で放送するものと同じコンテンツまたは放送内容をインターネットのストリー

ミングで同時に配信する。
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2 月 28 日　第 7 回ソフトマター中性子散乱研究会　

散乱と顕微鏡を研究社英語センター（東京）で開催。

3 月1 日　平成 24 年度磁性材料研究会を連合会館

（東京）で開催。

3 月 4 日　第 22 回 MLF/CROSS 利用促進合同会議

を IQBRC（茨城）で開催。2013A 期の採択通知に

ついて、また委員会の次期委員及び委員長の選定な

どについて調整が行われた。

3 月 8 日　平成 24 年度電池材料研究会を京都大学

東京オフィス（東京）で開催。

3 月11 日～ 12 日　平成 24 年度 Z-Code 講習会を連

合会館（東京）で開催。

3 月 13 日～ 15 日　 中性子 連 携 研 究会と題して

CROSSroads of Users and J-PARC　第 6 回 「ダイ

ナミクス解析装置最前線」、第 4 回 中性子小角散乱

解析法研究会、第 1 回 Neutron in Biology 研究会

の 3 つの研究会を合同開催。

3 月18 日　平成 24 年度 第 2 回残留ひずみ・応力解

析研究会を研究社英語センタービル（東京）で開催。

3 月 21 日　平成 24 年度第 2 回生物構造学研究会

を研究社英語センタービル（東京）で開催。

3 月 21 日　職員採用試験を実施。2013B から共用

開始となる BL11の利用支援要員採用のための試験

を行った。

3 月 22 日　第 1 回 放射光・中性子の相補利活用セ

ミナーを LMJ 東京研修センター（東京）で開催。

3 月 27日～ 29 日　日本金属学会　2013 年春季大会

（東京理科大学：東京）にブースを出展。

3 月 27 日～ 30 日　第 60 回応用物理学会春季学術

講演会（神奈川工科大学：神奈川）にブースを出展。

4 月1 日　新規職員 3 名が着任。

4 月 12 日　第 23 回 MLF/CROSS 利用促進合同会

議を IQBRC（茨城）で開催。今期からの MLF 施設

利用委員会 / 選定委員会の委員について内諾が得ら

れたため委嘱手続きを行うことなどが確認された。

4 月19 日　CROSS 東海　意見交換会を開催。

4 月 24 日　第 24 回 MLF/CROSS 利用促進合同会

議を IQBRC（茨城）で開催。第 16 回　MLF 施設

利用委員会の議事次第、配布資料について調整が行

われた。

4 月 26 日　J-PARC/MLF「 元 素戦 略」 研 究会を

IQBRC（茨城）で開催。文科省が行っている元素戦

略プロジェクトの利用計画、J-PARC への要望など

について議論が交わされた。
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	06_街づくり
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